あいば野演習場における日米共同訓練の「概要」発表について（声明）
1 陸上自衛隊陸上幕僚監部は本日、あいば野演習場における日米共同訓練（演習名＝フォレスト・ライトー０２）
の「概要」を発表した。
発表によると、この実動訓練は、２月４日(月)から１5日（金）までの期間、饗庭野演習場、今津駐屯地、明野駐屯地（三重県伊勢市）で実施し、米海兵隊から第４海兵連隊（２３０名）と第３１海兵機動展開隊（１１０名）が、中部方面隊から京都府福知山市の第７普通科連隊（６００名）が参加し、また沖縄普天間基地からMV22オスプレイが飛来するとのことである。
高島市内の団体・労組・政党で構成する「あいば野平和運動連絡会」は、これまで県内外の諸団体とともに、防衛省と陸上自衛隊に対し、あいば野における実弾射撃訓練の再開や日米合同演習の中止を申し入れてきたが、それを無視して今回訓練「概要」を発表したのは、極めて遺憾であり、強く抗議する。
また、２０１３年１０月１６日にオスプレイがあいば野へ初飛来した際、当時の滋賀県知事と高島市長が、本土で初めてとなった戦闘訓練を容認して「オスプレイの全国拡散の先駆け」となったが、その責任を今も全国の自治体関係者等から追及されているが、それを教訓にして、県知事と高島市長は、オスプレイが飛来する日米合同演習に反対を表明すべきである。

第一にこの合同演習は、日米の「相互連携の強化」を口実に、自衛隊の海外派兵に向け、実戦豊富な米軍から自衛隊が指導を受けるものであり、安保法制（戦争法）施行後、大きく変化しているあいば野における演習が、今後益々激しく、危険なものになる恐れがある。
第二に、「沖縄の負担軽減」を名目にしているが、それはオスプレイの「全国展開」の一環として実施されるものであり、全国にオスプレイや米軍機の事故を拡散するだけであって、けっして「沖縄の負担軽減」にならない。

今回の演習地に伊勢市の明野駐屯地が加わったが、これはオスプレイの飛行・展示地の可能性がある。

　第三に、今回あいば野で合同演習が実施されれば、１９８６年以降１６回目になり、「日米合同演習の常態化」は許されない。それでなくてもあいば野演習場では、中部方面隊の各駐屯地から来演する部隊の実弾訓練や、絶え間ないヘリコプターの飛行によって、地元住民の「平和的生存権」が大きく脅かされており、これ以上、基地や訓練が強化されることは許されない。
今回の「訓練概要」の発表に先立ち、陸上自衛隊は１月１１日、昨年１１月の「８１ミリ迫撃砲の民間車両被弾事件」以後中止していた、全国での８１ミリ迫撃砲訓練の再開とあいば野における実弾訓練の再開を発表した。

しかしこれは、①地元住民が強く求めていた「事故原因の詳しい説明会の開催」や「今後のあいば野での演習内容の詳細な通報」について確約しない中での訓練再開であること、②また２０１５年７月１６日の重機関銃跳弾事件と同様、今回も加害者である陸上自衛隊の内部調査の結果だけであること、③さらに今回の事件が、１０５ミリ戦車砲・１２０ミリ迫撃砲・１５５ミリ榴弾砲等の射撃訓練（「総合戦闘射撃訓練」）の中で発生したにも関わらず、その関連性が全く触れられていないこと、④何よりも、南北４～５キロｍ、東西６～７キロｍと狭く、また演習場内に国道が通過する「構造的に問題がある演習場」での実弾訓練の危険性について解明されていないこと、➄さらに安保法制施行後、激しく変化している自衛隊の演習内容と今回の事件発生との関連について全く触れられていないこと、⑥それらがないまま、事故の発生と自治体への通報遅延は、「複数の人為的ミス」が要因と断定し、今後の事故防止対策についても、「安全管理義務」の教育や点検の徹底等を強調するだけの極めて不十分なものであること等々、あいば野演習場周辺に住む高島市民を全く納得させるものでなく、実弾訓練再開と、それに続く日米合同演習の実施は許されない。
関連して、高島市長は１２月２７日わざわざ防衛省に出向いて、実弾訓練再開を容認し、また滋賀県知事も、「地元の判断を尊重する」としてそれに同調したが、今後、実弾訓練によって人身事故等が発生した場合、当事者の防衛省や陸上自衛隊とともに、地元の自治体首長に対して、その責任が追及されることを、私たちは強く警告する。

２０１9年１月１７日　　　　　　　　　　
高島市マキノ町白谷　泉勝男方　　あいば野平和運動連絡会　　074０－２８－８０６０
